
平成 28 年 8 月 29 日 

 
 
会  員  各  位 

 
 

一般社団法人 愛知県建設業協会 
専務理事 山 川 伸 次 

 
 

『雨水利用・排水再利用設備計画基準・同解説 平成 28 年版』 

講習会の開催について 

 

 

標記につきまして、このたび、一般社団法人公共建築協会より別紙のとおり、 

 

講習会を開催する旨、周知依頼がありましたので、ご案内いたします。 

  

 以  上 

 



 
趣 旨 
国土交通省では、水需要のひっ迫した地域における水資源の合理的な利用を推進し、併せて地球環

境保全の観点から、官庁施設における雨水利用及び排水再利用の推進がなされています。 
平成 16 年に、国土交通省官庁営繕部において排水再利用・雨水利用システム計画基準が技術基準

として制定されたことを受けて、公共建築協会ではこの計画基準についてわかりやすく解説を加えた

『排水再利用・雨水利用システム計画基準・同解説 平成 16 年版』として編集・発行いたしました。 
今般、雨水の利用の推進に関する法律（平成 26 年法律第 17 号）が制定され、同法律に基づく雨

水の利用の推進に関する基本方針（平成 27 年国土交通省告示第 311 号）が策定されるとともに、平

成 27 年 3 月 10 日、「国及び独立行政法人等が建築物を整備する場合における自らの雨水の利用のた

めの施設の設置に関する目標について」閣議決定がなされたところです。 
これらを踏まえて、国土交通省では、平成 28 年 3 月に、雨水利用・排水再利用設備計画基準とし

て改定がなされました。 
この改定された技術基準は官庁施設を対象としたものですが、地方公共団体を始め一般的な施設に

おいても活用できるものであると考えられることから、当協会では『雨水利用・排水再利用設備計画

基準・同解説 平成 28 年版』として編集・発行するとともに、理解を深めていただくことにより良

質な建築物の整備に資するべく、講習会を開催することといたしました。 
関係各位の皆様方、多数ご参加下さいますようご案内申し上げます。 

 
 
主  催    一般社団法人 公共建築協会 

 

後援（予定）  国土交通省  

 

協賛（予定）  (一社)日本空調衛生工事業協会、(一財)地域開発研究所 

(一社)日本設備設計事務所協会、(一社)建築設備技術者協会 

全国管工事業協同組合連合会 

(一社)日本建設業連合会、(一社)全国建設業協会 

(一社)日本建設業経営協会、（一社）全国中小建設業協会 

(公社)日本建築士会連合会、(一社)日本建築士事務所協会連合会 

 (公社)日本建築家協会 

上記各団体の愛知県・岐阜県・三重県・静岡県にある支部等 

 
日 時  平成２８年１０月４日（火）１３：３０～１６：３０ 受付１３：００～ 
 
会 場  愛知県産業労働センター(ウィンクあいち) １１階 １１０２室  定員 108 名 
      名古屋市中村区名駅 4-4-38 TEL.052-571-6131  
 
講 師  一般社団法人 公共建築協会 

『雨水利用・排水再利用設備計画基準・同解説 平成 28 年版』 
講習会のご案内 

 

本講習会は、「建築 CPD 運営会議営繕業務関係特別認定講習会」としての認定を申請予定です。 な

お、講習会当日受講者の確認を行いますので、本人の確認ができる写真付きの証明書（運転免許証、

一級建築士免許証、社員証等）をご持参ください。 



 

 

参加費(消費税込)   

  

区 分 テキスト共 受講のみ 

国、地方公共団体、政府関係機関

の職員、協賛団体の会員等 
１３，０００円 ７，０００円 

その他 １６，０００円 １０，０００円 

     

テキスト 

 国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修（予定） 

『雨水利用・排水再利用設備計画基準・同解説 平成 28 年版』 本体 6,000 円＋税（予定） 

※ 上記テキストをお持ちの方は、当日持参下さい。 

 

講習会プログラム 

時   間 講習内容 

13：30～13：40 挨 拶 

13：40～15：00 

第１編  総則     
第２編  雨水利用設備 
第４編 雨水利用設備と排水再利用設備の併用 
    （雨水利用設備関連部分） 
第６編 参考 

15：00～15：10 休 憩 

15：10～16：30 

第３編 排水再利用設備 
第４編 雨水利用設備と排水再利用設備の併用 
    （排水再利用設備関連部分） 
第５編 非常時対策 

 
 
申込方法  ・講習会申込書（裏面）に必要事項をご記入のうえ､FAX にてお申込み下さい。 

・９月２７日（火）までにお申し込みのうえ参加費を下記口座にお振込下さい。 
・参加費は原則として前納でお願いいたします（振込料は参加者負担）。 
・やむをえない場合は、当日支払、後納でも受付けます。 
 

振込先     
                  
 
 
 
受講票の発行   参加者あてに受講票を FAX でお送りします。当日必ずご持参下さい。 
 
そ の 他   （１）参加費は、不参加の場合でも払戻しは致しませんのでご了承下さい。 

但しテキストは送付します。 
        （２）当日参加者の変更は差し支えありません。 
        
 
 
 

 三菱東京ＵＦＪ銀行 栄町支店 普通預金 No、１１３３９５０ 
 
口 座 名 ： 一般社団法人公共建築協会 中部地区事務局 



案内図 
 

愛知県産業労働センター 
（ウィンクあいち） 

１１階 １１０２室 
      名古屋市中村区名駅 4-4-38 

TEL（052）５７１－６１３１ 
 

 ◆JR 名古屋駅桜通口から、ミッドランド 
スクエア方面 徒歩 5 分 

◆ユニモール地下街 5番出口 徒歩2分 
         

※駐車場はございませんので 

公共交通機関をご利用下さい。 

 



 
 

 

『雨水利用・排水再利用設備計画基準・同解説 平成 28 年版』講習会申込書 

会 社・団体名等 
 

 電話番号 
 

 

ご担当者所属部署 

 

 

 
FAX 番号 

 

 

ご担当者氏名 

 

 

住  所 

 

〒   －      

 

貴法人所属 協賛・

後援団体等名称 
 
 

備考 

            

        注 ※見積書・納品書・請求書等が必要な方は備考欄にご指示ください。 

※申込み多数の際は、上記申込書をコピーしてご使用ください。 

※この申込書に記載された個人情報は講習実施に関する必要な書類等の作成、送付及び 

本講習に関する情報の送付に使用します。それ以外の目的には使用いたしません。 

 

参加者氏名 区分 払込方法 申込区分 金額 
 
 

□国、地方公共団体、政府関係機

関の職員、協賛団体の会員等 

□その他 

□前納 
□後納 
□当日払 

□テキスト共 
□受講のみ 

      円 
 
 

□国、地方公共団体、政府関係機

関の職員、協賛団体の会員等 

□その他 

□前納 
□後納 
□当日払 

□テキスト共 
□受講のみ 

 円 
 
 

□国、地方公共団体、政府関係機

関の職員、協賛団体の会員等 

□その他 

□前納 
□後納 
□当日払 

□テキスト共 
□受講のみ 

 円 
 □国、地方公共団体、政府関係機

関の職員、協賛団体の会員等 

□その他 

□前納 
□後納 
□当日払 

□テキスト共 
□受講のみ 

 円 
 □国、地方公共団体、政府関係機

関の職員、協賛団体の会員等 

□その他 

□前納 
□後納 
□当日払 

□テキスト共 
□受講のみ 

 円 

【問合せ先】一般社団法人公共建築協会 中部地区事務局  

〒460-0008 名古屋市中区栄 4-2-10 小浅ﾋﾞﾙ 9F 

TEL052-243-0789 

必要事項を記入の上、FAX で申込ください。 

中部地区事務局 FAX.052-241-6152 


